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01

基本計画② 01

項 01 目 03予 算 事 業 名 会計コード 01 款 06

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

農業従事者の高齢化が進行しており後継者の確保育成が急務である。新規就農者、定年帰農者、非農家など多様な担
い手の確保・育成を図る必要がある。
また、就農者が安定して経営できる為の技術を身に付ける研修制度を充実させる必要がある。

事業 05農業担い手育成事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

既存農業者、新規就農者、定年帰農者、非農家など多様な農業の担い手となる市民等（Ｉターン、Ｕターン就農者も
含む）

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 05010502

事務事業名 農業担い手育成事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 02

担 当 部 署 産業経済部 農業支援センター 農業支援センター 連絡先 404

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

04

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

実行計画 01 農業経営体の確保・育成農業振興ビジョン

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

茅野市農業振興ビジョンの３本柱の一つであり、国の政策である人・農地プランと連携した担い手の育成のほか、今
後地域の中心となる経営体の育成を行う。また、「農業次世代人材投資資金」等を活用し、新規就農者の支援を積極
的に行っていく。また、市単独の支援制度を創設し既存農家支援、後継者対策など幅広い農業者の下支えを行い、意
欲ある農業者が自ら経営を向上するための計画を作成し、認定を受ける認定農業者や認定新規就農者も増加を図る。

同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

農業に関心のある人を就農へと誘導する。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

担い手育成に対しては、新事業「農業担い手育成支援事業補助金」を立ち上げ、経営規模拡大及び生産効率化を図
り、持続可能な農業の推進と次世代への後継を促進する。
また、後継者支援として「茅野市農業研修者育成支援事業」を創設し、就農を予定する意欲ある担い手候補者に対
し、農業経営に必要な技術を習得する為の研修の際に生じる必要経費を支援し、担い手の確保を目指す。
更に、県諏訪農業改良普及センター、信州諏訪農協、農業委員会等で構成されている就農支援連絡協議会と連携し、
就農準備セミナー、個別懇談会等を開催し、就農に対する情報提供、個別相談に対応する。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

就農相談会参加

農業担い手育成支援事業補助金申請数 申請人数 人 補助金申請数 30

変更

履歴

参加件数 回 就農相談会参加回数 5

個別相談 相談件数 回
年間窓口等相談対応件数、新・農業人フェ
アでの相談件数

50

最終目標値

新規就農者 就農者数 人 5

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

新規就農者数成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

認定農業者、認定新規就農者 認定数 人 200

変更
履歴

認定農業者、認定新規就農者の合計数

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 30,935,102 32,224,970 26,877,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円 12,631,000 14,300,000 15,806,000

その他特定財源 円 60,000 60,000 60,000

地 方 債 円

実績 4 4 

活
動
指
標

参加件数

目標
回

5 5 5 

一 般 財 源 円 18,244,102 17,864,970 11,011,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 80.00 80.00 －　 －　

37 29

目標
回

50 50 50

実績

実績 22 25

－　 －　

申請人数

目標
人

30 30 30

相談件数
達成率 ％ 74.00 58.00 －　

実績 5 8

－　

成
果
指
標

就農者数

目標
人

5 5 5

達成率 ％ 73.33 83.33 －　 －　

－　

認定数

目標
人

200 200 200

実績

達成率 ％ 100.00 160.00 －　 －　

147 150
達成率 ％ 73.50 75.00 －　 －　 －　

備

考

2018年度から「農作物品目別アドバイザー制度推進事業」を統合。

施策の
柱CD

#N/A

#N/A

0101

計画名称

産業振興ビジョン

産業振興ビジョン



事務事業名 農業担い手育成事業 事業期間 年度 係内番号～ 02

担 当 部 署 産業経済部 農業支援センター 農業支援センター 連絡先 404

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

新事業「農業担い手育成
支援事業補助金」、後継者
支援として「茅野市農業研
修者育成支援事業」を創
設したので、就農を予定す
る意欲ある担い手候補者
に対し、農業経営に必要な
技術を習得する為の研修
に対し必要経費の支援が
出来た。

「農業担い手育成支援事
業補助金」、後継者支援と
して「茅野市農業研修者育
成支援事業」を創設してい
るので、就農を予定する意
欲ある担い手候補者に対
し、農業経営に必要な技術
を習得する為の研修に対
し必要経費の支援が出来
た。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

新事業へ参加する認定農業
者は予定を上回り、補正予算
にて対応する状況となった。
また、認定農業者の申請件数
も増加しており、農業支援策
への関心の高さがうかがえ
る。農業研修生も２組３名の
方が2019年度より開始してお
り、支援を予定しています。

担い手補助金へ参加する
認定農業者は多く、今年も
補正予算で対応することと
なった。また、認定農業者
の申請件数も増え、農業
支援策への関心の高さが
うかがえる。農業研修生も
3組4名の方が開始してい
ます。

課
　
題

・農業従事者の高齢化により担
い手不足が一層深刻な状況にあ
る。
・新規就農するには、初期投資、
就農知識、農地情報等が必要と
なることから、農業委員会・県・Ｊ
Ａ等の関係機関等と連携を図り、
就農者への就農情報の一元化を
図る。今後、この事業を茅野市で
就農するメリットとして、新規就農
者の募集にも繋げる。

・農業従事者の高齢化により担
い手不足が一層深刻な状況にあ
る。
・新規就農するには、初期投資、
就農知識、農地情報等が必要と
なることから、農業委員会・県・Ｊ
Ａ等の関係機関等と連携を図り、
就農者への就農情報の一元化を
図る。今後、この事業を茅野市で
就農するメリットとして、新規就農
者の募集にも繋げる。

現状維持

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 清水　満 笠原　郁子

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

・新規就農者の相談窓口
を支援センターが受け持ち
（一元化）、関係機関への
繋がり、地域や他の生産
者との交流の場を提供し
技術面を含めた支援をす
ることで、就農への効果的
な誘導を図る。

・新規就農者の相談窓口
を支援センターが受け持ち
（一元化）、関係機関への
繋がり、地域や他の生産
者との交流の場を提供し
技術面を含めた支援をす
ることで、就農への効果的
な誘導を図る。

現状維持

最終評価責任者 宮坂　智一 保科　慎一



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

#N/A

#N/A

0101

計画名称

産業振興ビジョン

産業振興ビジョン

達成率 ％ 100.00 0.00 －　 －　 －　

備

考

目標
件

1 1 1

実績

達成率 ％ 0.00 0.00 －　 －　

1 0

実績 0 0

－　

成
果
指
標

新規組織数

目標
組織

2 2 1

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

補助件数

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

達成率 ％ 0.00 200.00 －　 －　

目標
－

実績

実績 0 4 

活
動
指
標

集落会議開催数

目標
回

2 2 5 

一 般 財 源 円 2,500,000 4,000,000 4,000,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 2,500,000 4,000,000 4,000,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

農業用機械導入補助金件数 補助件数 件 5

変更

履歴

累計

最終目標値

集落営農組織新規設立件数 新規組織数 組織 2

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

累計

同上。

意 図
（どんな状態にしたいか）

集落営農組織等の設立によって、集落内農地の有効活用を図り、集落全体での地域営農推進することで、農業の活性
化、遊休農地、耕作放棄地の解消を図る。また、将来の農業の担い手確保と育成を推進する。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

新規の集落営農設立に向けて情報を周知すると共に、人・農地プラン座談会等での意見や要望を受けて、説明会等を
実施する。既存組織への情報提供及び課題等のヒヤリングを行い、必要な農業用機械の導入支援を行う。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

集落営農組織、集落との会合、説明会

変更

履歴

集落会議開催数 回 年２回×５年間 10

担 当 部 署 産業経済部 農業支援センター 農業支援センター 連絡先 404

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

04

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

実行計画 01 農業経営体の確保・育成農業振興ビジョン

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

茅野市農業振興ビジョンに基づく茅野市独自の補助金交付事業（2023年3月31日までの時限措置）。
　・要件を満たした集落営農組織が農業機械等を購入する場合、限度額400万円を上限に補助金を交付。
(集落営農組織とは、集落を単位として、農業生産過程の全部又は一部について、共同で取り組む組織を言う。茅野
市の各集落営農組織は、主に稲刈り作業を共同で取り組んでいる。）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 05010501

事務事業名 集落営農推進事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 2022 01

01

基本計画② 01

項 01 目 03予 算 事 業 名 会計コード 01 款 06

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

農業者の高齢化と担い手不足によって、農産物生産量の減少、及び遊休農地・耕作放棄地が増加しており、将来にお
ける茅野市農業の衰退が危惧されている。この危機的状況を改善する手段として、集落営農組織を担い手として育成
支援し、地域農業の活性化を図る。また、高額である農業機械の購入に対し補助することで、経済的負担の軽減を図
る。

事業 02集落営農推進事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

茅野市の基準による農事組合法人、集落営農組織。

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 産業経済部 農業支援センター 農業支援センター 連絡先 404

事務事業名 集落営農推進事業 事業期間 年度 係内番号～ 2022 01

最終評価責任者 宮坂　智一 保科　慎一

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 伊藤　信博 伊藤　信博

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

会議の開催は、行政、集落
営農共に負担が大きいの
で、必要に応じて開催して
いく。
新規の集落営農立ち上げ
は現状、現実的ではないた
め、既存の集落営農に有
益な補助、情報周知を行う
と共に稲刈り受託組合など
の集落営農以外の組織、
個人への補助を検討する
必要がある。
また、JAと連携して農地維
持の仕組みを具体的に検
討する必要がある。

会議の開催は、行政、集落
営農共に負担が大きいの
で、必要に応じて開催して
いく。
新規の集落営農立ち上げ
は現状、現実的ではないた
め、既存の集落営農に有
益な補助、情報周知を行う
と共に稲刈り受託組合など
の集落営農以外の組織、
個人への補助を検討する
必要がある。
また、農地維持の仕組み
を具体的に検討する必要
がある。

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

農家の高齢化、担い手不
足など、課題が山積する地
域において、新規で集落営
農を立ち上げ、更に法人化
するというのは、現実的に
は厳しい段階に入っている
と感じた。可能な限り各地
域（集落）の要望に応じた
支援が必要。

農家の高齢化、担い手不
足など、課題が山積する地
域において、新規で集落営
農を立ち上げ、更に法人化
するというのは、現実的に
は厳しい段階に入ってい
る。各地域（集落）の要望
に対し、可能な限り柔軟に
応じた支援が必要。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

普段から地域や集落の意
見等をいただくことで、求
められている支援などが見
えてきた。

更新対象年度の集落営農
が導入時期を延ばしたこと
で、実績はなかった。
会議も開催はしなかった
が、新規立ち上げの相談
を受ける機会があった。都
度各集落と連携を取り、現
状把握に努めた。

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

コンバインを補助した各集
落営農へアンケート、聞き
取りを行う中で、地域や集
落の意見をいただいたた
め、会議は開催しなかっ
た。
今後も会議の開催も含め
て、集落にとって有益な情
報や機会提供が必要。

コンバインを補助した各集
落営農へアンケート、聞き
取りを行う中で、地域や集
落の意見をいただいたた
め、会議は開催しなかっ
た。
今後も会議の開催も含め
て、集落にとって有益な情
報や機会提供が必要。


